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NO. 氏名（敬称略） 区 分 団 体 名 等 備 考

1 伊 東 秀 幸 学識経験者 田園調布学園大学人間福祉学科教授 委員長

2 酒 匂 守 団体推薦 小田原市社会福祉協議会 副委員長

3 加 藤 信 次 公募市民 一般市民

4 木 村 秀 昭 団体推薦 小田原市自治会総連合

5 近 藤 匡 団体推薦 ＮＰＯ法人小田原市障害者福祉協議会

6 近 藤 孫 範 公募市民 一般市民

7 下 田 勝 也 団体推薦 小田原市民生委員児童委員協議会

8 時 田 純 団体推薦 小田原市社会福祉法人経営者協議会

9 中 村 美安子 学識経験者 神奈川県立保健福祉大学准教授

10 松 原 宣 孝 団体推薦 小田原市保育会

11 箕 輪 真 理 公募市民
一般市民

（義務教育就学前児童の保護者）

12 脇 正 宏
市長が必要

と認める者
地域包括支援センター職員

ケアタウン構想検討委員会委員名簿
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回 日 程 主 な 内 容

第１回
平成２１年

６月２１日

・ケアタウン構想検討委員会について

・委員長及び副委員長の選出について

・ケアタウン構想の概要について

・検討の進め方について

・本市の福祉の現状について

・ケアタウン構想に関する調査票について

第２回 ８月２９日

・ケアタウン構想に関する意見について

・小田原市地区社会福祉協議会の活動等について

・課題の整理について

第３回 ９月２７日
・ケアタウン構想に関する意見について

・福祉課題の解決方策等について

第４回 １０月２４日
・ケアタウン構想の体系イメージ（案）について

・福祉課題の解決方策等について

第５回 １１月２８日 ・ケアタウン構想検討委員会中間報告（案）について

第６回 （未定）

これまでの検討経過
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「 ケアタウン構想とは？

◆ 市民一人ひとりが、ともに支え合い、助け合いながら、安心して暮らせること

ができるまちが「ケアタウン」です。

◆ 高齢者、障害者、子育て家庭など支援を必要としている方々を、制度的な枠組

みを越えて、市民、事業者、行政等が一体となって支える仕組みが「ケアタウ

ン構想～いのちを大切にするまち ケアタウンおだわら～」です。

ケアタウン構想策定の背景

・ 少子高齢化や核家族化

・ 地域のつながりの希薄化

・ 個人主義の広がり

・ コミュニティ機能の低下

・ 高齢者世帯の増加

・ 身近な生活課題の増加

・ 制度の谷間のニーズ

・ ひきこもり、虐待の増加等

社会情勢の大きな変化

地域福祉の課題が複雑化、多様化

新たな支え合いの仕組みが必要
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新たな支え合いのイメージ

出典：厚生労働省

「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」報告書
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ケアタウン構想の位置付け

◆ 総合計画・ケアタウン構想・分野別個別計画の関係

○ 総合計画…市政全体の基本構想や基本計画を定めた最上位計画

○ ケアタウン構想…地域福祉の観点から保健福祉分野全体の基本理念を示し、課題解決

に向けた地域福祉の取組みの方向性をまとめたもの

○ 地域福祉計画…ケアタウン構想を推進するための地域福祉の取組みを示す計画

○ 地域福祉活動計画…地域福祉を推進するため、社会福祉協議会が住民等の福祉活動や

民間の事業展開の方策等をまとめた行動計画

○ 個別計画…高齢者、障害者、子ども、子育て世代など分野別の計画

小田原市新総合計画

ケアタウン構想

お
だ
わ
ら
高
齢
者

福
祉
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護
計
画

小
田
原
市

障
害
者
福
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計
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市

障
害
福
祉
計
画

小
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原
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次
世
代
育
成

支
援
対
策
行
動
計
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そ
の
他

保
健
福
祉
関
連
計
画

小田原市地域福祉計画

分野別の個別計画

小田原市地域福祉活動計画

（小田原市社会福祉協議会）
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◆ 平成２１年７月に「ケアタウン構想に関するアンケート調査」を実施しまし

たが、その中で頂いた意見を通じて、地域の課題が明らかになりました。

寄せられた主な意見は次のとおりです。

地域における主な福祉課題

２ 地域における協力体制の低下

・ 地域団体の業務量が増加

・ 地域活動に対する負担感や責任感が

顕著

・ 地域団体への加入者の減少

・ 地域活動の担い手不足

・ 地域団体の活動の低下

６ 支援が必要な方の生活不安

・ 高齢者や障害者などを抱える家族の

災害時の対応の不安

・ 地域における災害時の支援体制の不

安

４ 地域における団体の活動や連携の

あり方

・ 自治会、民生委員児童委員、地区社会

福祉協議会などの役割分担と連携策

について

・ 地域包括支援センター、障害者相談支

援事業所、子育て支援センターなど相

談拠点の連携策について

３ 相談、交流の場のあり方

・ 身近な所での交流、相談できる場の

不足

・ 子どもや障害者、高齢者など多様な

方々が交流できる場のあり方

・ 同じ悩みを持つ方々が気軽に交流で

きる場が必要

・ 既存資源を活用した地域拠点のあり

方

・ 行政の相談体制のあり方

５ 制度に当てはまらない要望など多

様化するニーズ

・ 買い物や外出の付き添い、ゴミ出しな

ど生活支援に対するニーズの増加

・ ひきこもり、虐待など新たな課題の発

生

・ 高齢者や障害者など地域に声が届か

ない方の孤立化

・ 制度に当てはまらない方への対応

１ 人々のつながりや関わりの希薄化

・ 近所付き合いの減少

・ 助け合い意識の希薄化

・ 地域の中での一体感の減少

・ 活動に熱心な市民と無関心な市民の

二極化現象

・ 高齢者や障害者など家庭の事情を知

られたくない方の増加
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ケアタウン構想の体系

～市民一人ひとり

が地域福祉を「自分

自身の問題」と捉

え、主体的に行動す

るまち～

～市民、事業者、行

政等が協力して支

援する体制が整備

され、誰もが安心し

て暮らせるまち～

～市民一人ひとり

が、自分にあったサ

ービスを受けられ

るまち～

３ 福祉教育の推進

５ 交流の仕組みづくり

2 市民意識の向上

１ 人材・担い手の育成

４ 相談・交流の場の確保

８ 情報提供の充実

６ 団体間の連携促進

７ 相談体制の充実

９ 生活支援サービスの提供

10 災害時支援体制の充実
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ケアタウン構想の取組みの方向性

民生委員児童委員、社会福祉協議会、

自治会などの活動を支援するなど環境

づくりに努めるとともに、既存の担い手

を補完する制度を検討します。

また、社会福祉協議会、ＮＰＯ、福祉

事業者、団塊の世代、子育て世代などと

連携して新たな担い手の発掘に取り組

みます。

● 民生委員児童委員、社会福祉協議会、

自治会への支援

● 地域福祉コーディネーターの創設

● 多様な担い手との連携による新たな

担い手の発掘

取組みの内容 主な取組み

市民一人ひとりがお互いに理解しあ

い、地域の課題や活動を自分自身の問題

と受けとめることができるように、様々

な機会を捉えて市民の意識の向上に取

り組みます。

● 市民一人ひとりの地域活動への参加

を促進

● 地域活動のＰＲや啓発の実施

● 本市転入者に対し地域活動の情報を

行政窓口で提供

取組みの内容 主な取組み

１ 人材・担い手の育成

２ 市民意識の向上
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次代を担う子どもたちが、福祉の大切

さを認識するために、保育園・幼稚園や

小中学校での福祉教育を推進します。

また、ボランティア活動や地域活動に

関する講座や研修会などを推進し、福祉

意識の醸成に努めます。

● 保育園・幼稚園や小中学校での福祉

教育の推進

● 地域や福祉施設等での福祉体験学習

の実施

● ボランティア活動や地域活動に関す

る講座や研修会の実施

取組みの内容 主な取組み

あらゆる世代の方々が、身近な地域で

相談や交流、活動ができるように、既存

施設や地域資源を活用した拠点の確保

について検討します。

● 公共施設の活用の検討

● 地区公民館の活用の検討

● 民家や店舗の活用の検討

● 福祉施設の活用の検討

取組みの内容 主な取組み

３ 福祉教育の推進

４ 相談・交流の場の確保
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市民一人ひとりが地域とのつながり

を持ち、顔の見える関係を築くため、誰

もが気軽に参加でき、多くの人たちが交

流できる機会や場の提供について検討

します。

● 地域サロン活動の推進

● 子どもから高齢者までの世代間交流

事業の実施

● 誰もが参加しやすい環境や雰囲気づ

くり

● 福祉施設と地域団体との連携交流の

促進

取組みの内容 主な取組み

地域福祉活動をより活性化するため、

民生委員児童委員、社会福祉協議会、自

治会、ＮＰＯ、ボランティア、福祉事業

者、行政など保健福祉関係者の連携、交

流を図ります。

● 民生委員児童委員、地区社会福祉協

議会、自治会の役割の明確化

● 地域ケアタウン会議の開催

● 地域包括支援センターと障害者相談

支援事業所との連携促進

● 福祉施設と地域団体との連携交流の

促進（再掲）

取組みの内容 主な取組み

５ 交流の仕組みづくり

６ 団体間の連携促進
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市民一人ひとりが安心して生活や福

祉の相談ができるよう、また多様な保健

福祉に関するニーズに対応できるよう

に相談体制や相談機能の充実に取り組

みます。

● 地域ケアタウン会議の開催（再掲）

● 福祉健康部内のケース検討会議の開

催

● ケースワーカーや保健師など地区担

当職員の充実

● 地域包括支援センターと障害者相談

支援事業所との連携促進（再掲）

取組みの内容 主な取組み

市民一人ひとりが保健福祉サービス

や地域福祉活動などの情報を容易に得

られるように、提供方法や体制を整備し

ます。

また、地域福祉の担い手や団体などの

連携を図るため、相互の情報共有に取り

組みます。

● 保健福祉サービスや地域福祉活動の

情報の充実と提供方法の検討

● 地域福祉の担い手や団体の間の情報

共有の促進

● 本市転入者に対し地域活動の情報を

行政窓口で提供（再掲）

取組みの内容 主な取組み

７ 相談体制の充実

８ 情報提供の充実
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単身高齢者や高齢者世帯が増加する

中、買い物・ゴミ出し・草むしりなど

日常生活に関する支援を行うため、関

係機関と連携しながら新たなサービス

提供に取り組みます。

● 社会福祉協議会による生活支援ボ

ランティアの拡大

● シルバー人材センターによる生活

支援ボランティアの検討

● 地域人材登録制度の検討

取組みの内容 主な取組み

災害時等に備え、地域における災害

時要援護者の把握や情報の共有・活用

を行うとともに、災害時要援護者の支

援体制の構築に努めます。

● 災害時要援護者の支援体制の整備

取組みの内容 主な取組み

９ 生活支援サービスの提供

１０ 災害時支援体制の充実
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ケアタウン構想に関する重点検討事項

・ 団体間の連携促進

・ 相談体制の充実

◆保健福祉関係者のネットワークの構築◆

～団体間の連携促進と相談体制の充実～

● 保健福祉関係者のネットワークを構築することにより、相談体制

の充実を図る。

・ 地域ケアタウン会議の開催

・ 地域包括支援センターと障害者相談支援事業所との連携促進

・ 福祉施設と地域団体との連携交流の促進

・ 福祉健康部内のケース検討会議の開催

・ ケースワーカーや保健師など地区担当職員の充実

・ 人材・担い手の育成

・ 市民意識の向上

・ 福祉教育の推進

◆地域福祉の担い手が育つ環境づくり◆

～人材・担い手の育成～

・ 地域福祉コーディネーター

の創設

・ 多様な担い手との連携

・ 子どもの頃からの福祉マイ

ンドの醸成

～市民意識の向上～

・ 地域活動のＰＲや啓発の実施

・ 地域や福祉施設等での福祉体

験学習の実施

・ ボランティア活動や地域活動

に関する講座や研修会の実施

ケアタウン構想を推進するための重点検討事項について、次の

とおり整理しました。

◆誰もが気軽に参加でき、交流できる場づくり◆

～誰も参加しやすい環境や雰囲

気づくり～

・ 気軽に参加でき、ほっとできる

場

・ 障害者や高齢者が自由に参加

できる場

・ 子育て中の世代など同じ悩み

を持つ者が交流できる場

～交流の機会や場の提供～

・ 地域サロン活動の推進

・ 子どもから高齢者までの世代

間交流事業の実施

・相談・交流の場の確保

・交流の仕組みづくり

◆地域の既存施設の活用の検討◆

～地区公民館の活用の検討～

・ ローカル拠点

・ 交流・ふれあいの場

～公共施設の活用の検討～

・ 地域センター等の活用

・ 中核的な総合拠点

～福祉施設の活用～

・ 空きスペースの活用

～民家や店舗の活用の検討～

・ 空き家や空き店舗の活用

・ ローカル拠点

・ 交流・ふれあいの場
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課題解決へ向けた取組み例

● 地域福祉コーディネーターの創設

■ 内容

・ 地域の中の福祉ニーズを受け止め、福祉サービスや関係機関へとつなげる調整

機能を持った人材を養成する。

・ 民生委員児童委員などを補完する担い手として地域に配置する。

■ 検討事項

・ 地域コーディネーターの養成方法と活用方法

・ 民生委員児童委員との役割の差別化

・ 有償ボランティアとして位置付ける場合の費用負担

● 福祉施設と地域団体との連携交流の促進

■ 内容

・ 福祉施設と自治会や地区社会福祉協議会などとの連携交流を促進する。

・ 福祉施設が地域のお祭りや清掃活動など地域活動へ参画するよう働きかける。

■ 検討事項

・ 福祉施設への働きかけの方法

・ 地域活動に参画する福祉施設へのインセンティブのあり方

● 地域ケアタウン会議の開催

■ 内容

・ 各地域において、社会福祉協議会、民生委員児童委員、自治会、福祉事業者、

行政など保健福祉関係者が一堂に会し、地域福祉の課題について議論し情報の

共有化を図るとともに、解決方法について検討する。

■ 検討事項

・ 地域単位（連合自治会か単位自治会か）

・ メンバー構成

・ モデル地区の選定

・ 開催頻度
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● 地域包括支援センターと障害者相談支援事業所との連携促進

■ 内容

・ 高齢者の相談窓口である「地域包括支援センター」と障害者の相談窓口である

「障害者相談支援事業所」との連携を促進し、制度や分野を越えた相談機能の

充実について検討する。

・ 「地域包括支援センター」と「障害者相談支援事業所」との連携会議の設置を

検討する。

■ 検討事項

・ 「地域包括支援センター」と「障害者相談支援事業所」に寄せられる相談内容

の整理

・ メンバー構成

・ 開催頻度

● 福祉健康部内のケース検討会議の開催

■ 内容

・ 複合的な問題を抱える方が増加するなか、各課の地区担当職員が組織横断的に

連携し対応しているが、福祉健康部内で定期的にケース検討会議を開催するこ

とにより、福祉健康部内の情報共有を図り、効果的な解決策を検討する。

■ 検討事項

・ メンバー構成

・ 開催頻度

● ケースワーカーや保健師など地区担当職員の充実

■ 内容

・ ケースワーカーや保健師など地区担当職員のスキルアップを図るため、福祉健

康部内での福祉研修を推進する。

・ ケースワーカーや保健師など地区担当職員の役割と位置付けを明確にする。

■ 検討事項

・ 福祉関係の部内研修プログラムの開設

・ 地区担当職員の業務の棚卸し

・ 地区担当職員を統括する職の検討
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● 社会福祉協議会による生活支援ボランティアの拡大

■ 内容

・ 社会福祉協議会のボランティアセンターを活用し、ゴミ出し・買い物・草むしり

などの生活支援サービスを提供する。

■ 検討事項

・ 生活支援サービスの依頼者の把握と掘り起こし

・ 生活支援サービスの依頼方法

・ 利用者負担の内容

● 災害時要援護者の支援体制の整備

■ 内容

・ 災害時要援護者と地域住民との防災訓練を行うことにより、災害時要援護者の情

報の共有と活用策について検討し、支援体制の整備に努める。

■ 検討事項

・ 個人情報の取り扱い

・ 地域単位（連合自治会か単位自治会か）

・ モデル地区の選定
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今後のスケジュール

市議会１２月定例会厚生文教常任委員会

ケアタウン構想の検討経過について中間報告

１２月

１２月～１月

パブリックコメント

ケアタウン構想の検討経過について

ケアタウン構想検討委員会第６回会議

パブリックコメントの意見を踏まえ、報告書の

検討・作成

２月

市長へ報告・提言

３月


